政権交代が行政施策・組織に及ぼす影響に関する一考察　―英国の地域政策をめぐる変化を事例に― by 石見 豊



























































　英国では，2010 年 5 月 5 日，総選挙が実施され，その結果を主要 3党に
ついて見ると，保守党が 306 議席，労働党が 258 議席，自由民主党（自民




















策（The Coalition: our programme for government）』においても強調された。
具体的な動きとしては，オズボーン蔵相が「2010 年支出見直し（Spending 





































































































































いた。そのため，英国の 10 地域（イングランドの 8地域とスコットランド，
ウェールズ）に，地元の代表者で構成される地域経済計画評議会（Regional 
Economic Planning Councils）と各省の官僚によって構成される地域経済計
画庁（Regional Economic Planning Boards）が設置された。また，中央には
経済関係省（Department of Economic Affairs）が新設された10）。しかしながら，
運悪く，1965 年から 66 年にかけての景気後退とポンド危機によって，この












































































































　2010 年 5 月の総選挙の結果を受けて誕生した保守党と自民党から成る連
立政権は，英国経済および国家財政の厳しい状況 14）への対応として，公共
支出削減の方針を打ち出した。それは，2010 年 5 月 24 日にオズボーン蔵相
が発表した公共支出削減計画で確認された。省庁職員の採用凍結や国の外
郭団体の廃止，国から地方自治体に交付される政府補助金 15）を総額 11 億
6500 万ポンド減額し，政府全体で 62 億ポンドの歳出削減を目指すなどの方
針が示された 16）。
















　2010 年 10 月 20 日にオズボーン蔵相によって発表された「2010 年支出見




ては，フランシス・モード内閣府大臣の下で進められ，2010 年 10 月 14 日，
報告書が発表された。その報告書によれば，見直し作業は，外郭団体および






　2010 年 10 月 28 日，ビジネス・刷新・技術省によって白書『地方の成長：
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すべての場所の可能性の実現（Local Growth: realizing every place’s potential）』
が発表された。この中で，地方産業パートナーシップ（LEP）についても触
れ，24 の LEPを承認したことを明らかにした。これは，それに先立って同
年 6月 29 日にビジネス・刷新・技術省とコミュニティ・地方自治省が連名で，
LEPの結成を促す書簡を地方自治体のリーダーおよび地方経済界の代表者
に送っていたことに対する国の対応であった。LEP結成の応募締め切りは 9
月 6 日とされた。その結果，55 の応募があり，上記のように 10 月 28 日の
時点で 24 の LEPが承認された。政府が審査する場合に判断の基準としたの
は次の 4点である。①地元ビジネスからの支援の度合い，②経済的区域の自
然さ，③地方自治体の支援の度合い，④付加的な価値や熱意。















　RDA は，1998 年地域開発公社法（Regional Development Agencies Act 
1998）に法的根拠を置く地域（リージョン）の経済開発の推進を目的とした

















































いられる可能性がある。例えば，Housing Market Renewal Pathfindersや交
通省（the Department for Transport）の支援に用いられる。特に，後者の交
通省については，持続発展可能な経済成長を切り開く交通計画を支援する































ポートを著わしている Centre for Cityの Kieran Larkin氏に聞いたところで
は，ほとんどの LEPに専従職員はないということであった。この点につい
て，リーズの LEPである Leeds City Regionsを訪ねた時，事務局長（Chief 
Executive）の Rob Norreys氏に質問したところ，Leeds City Regionsでは，

















































（Metropolitan County Council）を廃止した地域である 30）。特に，グレータ ・ー
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図表 4　LEPおよびシティ・リージョンに関するヒアリング結果の比較表
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マンチェスターでは，2011 年 4 月 1 日，グレーター・マンチェスター合同











に，「2009 年地域民主主義，経済開発，建築法（Local Democracy, Economic 
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GMCAの組織の中でそれを担っているのは，グレーター・マンチェスター
交通局（Transport for Greater Manchester: TfGM）である。GMCAの誕生と
同時に設立され，それまでグレーター・マンチェスター旅客輸送局（Greater 
Manchester Passenger Transport Executive: GMPTE）が担っていた役割と責
任を受け継いだ。TfGMの運営は，グレーター・マンチェスター交通委員会
（Transport for Greater Manchester Committee）によって行われている。か








2011 年 4 月に発足した。ただし，実際には，それ以前にも「影の LEP（Shadow 
LEP）」という形で理事会（Board）を開催し，活動を始めていた。理事会の
理事ポストは 13 名で，9名が非地方自治体（民間セクター）メンバー，4名











̶  27  ̶
政権交代が行政施策・組織に及ぼす影響に関する一考察（石見）
戦略開発，グレーター・マンチェスターの関連組織のための業績管理の 9項





9名の民間セクター代表理事と 8名の自治体代表理事の計 17 名によって率
いられている（図表 7参照）。最初の理事会は，2011 年 4 月 19 日に開催さ
れた。理事長は民間セクターから選出された理事が務めている。









　LEPの財源としては，次のようなものが用いられている。① Capital and 
Pathfinder programme：これはコミュニティ・地方自治省が提供する財源
で，公的設備のより良い活用のために用いられるものである。② PwC Total 
Capital pilot：これは上記の①に関連するものであり，公的資産の処分や広
範な市場に安定をもたらすために用いられるものである。③ Tax Increment 
Financing（TIF）：これは 2 つの主要で長期的な開発プロジェクト（Lower 




て政府から提供される。⑤ New Homes Bonus：6年間にわたってカウンシル・
タックスとして提供される財源である。⑥地域成長基金（Regional Growth 
図表 7　リーズ・シティ・リージョン LEPの理事会構成員








さらに進み，2011 年 8 月 18 日現在で，RDAに代わってサブ・リージョン・
レベルに設置が進められている LEPは 37 を数えるようになった。イングラ
ンドの 326 の地方自治体のうち，288 自治体が単一の LEPに所属している。
29 の地方自治体 37）は 2 つの LEPに重複して所属している。どこの LEPに
も所属していない自治体は 9のみである。その意味では，LEPはイングラ
ンドの地方自治体の間に急速に広まったと言える。
　一方，RDAの廃止については，政府は，2010 年 6 月 22 日，ロンドン以外
の 8つの RDAについては公的団体法案（Public Bodies Bill）により，ロン
ドン開発公社については地方主義法案（Localism Bill）により廃止すると発
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め，21 の LEPにエンタープライズ・ゾーン（Enterprise Zones）を設定する
と発表した。そのうち，11 については同予算の中で明示されたが 39），残り
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注
 1） 真渕勝『官僚』東京大学出版会，2010 年，p. 27，参照
 2） 英国の地域政策の変遷については，下記の文献を参考にした。辻悟一『イギリ
スの地域政策』世界思想社，2001 年。Brand J., Local Government Reform in 































 11） 1970 年 10 月，政府は白書『投資奨励策』に基づいて，「投資補助金」制度を廃
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止し，自由償却制度に切り替えた。しかし，これに対しては，批判が高まり，








 13） 単一振興予算（SRB）は，2002 年にブレア政権下で単一予算に再編された。
 14） 連立政権発足後の 2010 年 6 月 8 日に財務省から発表された「支出見直し枠組




編「マンスリー・トピック」2010 年 6 月，p. 1，参照
 15） この場合の政府補助金とは，「奨励的補助金（Unfenced Grants）」などの「特
定補助金（Specific Grants）」を意味し，「歳入援助補助金（Revenue Support 
Grants）」やビジネス・レイトの配分金などで構成される「一般補助金（Formula 
Grants）」は含まれていない。





 18） さらに削減する 300 億ポンドのうち 170 億ポンドは各省予算のカットにより削
減し，残りは福祉およびその他の分野の切り詰めによって削減するとされた。
前掲，自治体国際化協会ロンドン事務所編「マンスリ ・ートピック」2010 年 6 月，
p. 4，参照
 19） 支出見直しは，保守党と自民党の連立政権になって初めて実施されたものでは
なく，ブレア労働党政権の下で 1998 年に始められた。その後，2001 年，2004
年，2007 年と 3 年ごとに行われてきた。労働党政権下では，「包括的支出見直
し（Comprehensive Spending Review）」と呼ばれていた。自治体国際化協会ロ
ンドン事務所編「マンスリー・トピック」2010 年 10 月，p. 1，参照
 20） 国の外郭団体に関する見直しの他，公的部門職員の年金制度や行政の効率性，
警察業務，衛生・安全，高等教育財政などの分野に関する見直し作業が進めら














 24） 国内投資が LEPの対象業務から除外されたことは非常に論争的であった。白
書『地方の成長』の時点では LEPの業務となる可能性を残していたからである。
 25） Mellows-Facer, Adam, Local Enterprise Partnerships, London: House of 
Commons Library, 2010, p. 6
 26） Ibid., pp. 6–7
 27） HM Government, Local Growth: realizing every place’s potential, London, 
2010, p. 13, 2.6
 28） HM Government, Local Growth, op. cit., p. 19, 2.32
 29） Leeds City Regionsの Joint Committeeは 2007 年に設置された。LEPの理事会
（Board）とは異なり，構成の 11 自治体のリーダーのみによって構成されている。
本文中の党派別人数は，11 自治体のリーダーの政党を意味している。







プ）と国の省が取り交わした地域協定（Local Area Agreement: LAA）を複数自
治体に拡大したものである。
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できるが，議決権は与えられていない。自治体国際化協会ロンドン事務所編「マ










 36） Leeds City Region Local Enterprise Partnership FAQs
 37） 2 つの LEPに重複して所属している 29 の地方自治体は次のとおり。Barnsley, 
Bessetlaw, Bolsover, Bromsgrove, Cannock Chase, Cherwell, Chesterfield, 
Craven, Croydon, Dacorum, East Hampshire, East Riding, East Staffordshire, 
Forest Heath, Harrogate, King’s Lynn and West Norfolk, Lichfield, North East 
Derbyshire, North East Lincolnshire, North Hertfordshire, Redditch, Selby, St 






 40） BIS Web-pape（Enterprise Zonesについてのページ）および自治体国際化協会
ロンドン事務所編「マンスリー・トピック」2011 年 3 月，参照
